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1.起源～モータリゼ―ション～ 

国鉄の経営のうち、赤字ローカル線と黒字線との差が徐々に現れはじめた

のは 1960年代からの高度経済成長期のことである。農村部から都市部への人

口移動が加速し、農村部の過疎化が始まった時期と一致している。もともと

赤字ローカル線は利権政治の道具として敷設されてしまったものも多く、開

業時からその経営状態が危惧されていた。 

高度経済成長により、国民の所得水準が上昇すると、自家用車を保有出来

る世帯が増加するようになった。もともと自動車は、プライバシーを保つこ

とが容易であり、人の意思通り時間的にも場所的にも自由に利用でき、自ら

運転もできる優れた移動手段であり、大量輸送性に欠ける点を除けば、交通

サービス即時性（好きなときにすぐ利用できるということ）をもっとも機能

できるパーソナルな優れた移動手段である。鉄道界の切り札的存在である新

幹線が開通した 1964（昭和 39）年には、自動車専用道路である高速道路が時

を同じくして開通し、また年々自動車技術の向上もあって、自家用車はここ

に至り爆発的増加を示すことになる。西ヨーロッパにおいて自動車が普及し

た際、年間平均所得が大衆車の価格の 70％位になると、乗用車の普及率が急

上昇し、両者が等しくなると、10人に 1台までの普及率となったとされてい

る。日本では昭和 40年代から 50年代にかけて国民所得は 4.4倍になったの

に対し、大衆車の価格は平均 35～36％の上昇しかしておらず、結果として世

帯当たりの普及率は、40 年度末に 8.4％だったものが 50 年度末には 50.5％

にまで達した。（グラフ 1-1、1-2) 

モータリゼーションの進展を示す指標の―つとして、1 泊以上の観光レク

リエーションの利用交通機関の割合の変化を挙げておく。（グラフ 1-3）1964

（昭和 39）年と 1974（昭和 49）年とでは、鉄道利用が約 12ポイント減少し

たのに対し、自家用車利用は約 20ポイントの大幅増加となっているなど、こ

の時期のモータリゼーションの進行の様子が如実に表れていると言える。 

1960 年代末期には赤字ローカル線の問題が世論でも取り上げられること

が始まった。このころ国鉄は新幹線以外の新線建設を鉄道建設公団という新

設した団体に任せ、依然として多くの新線を計画、建設させていた。これら

はやはり利権政治の道具である疑いが濃く、収支の見通しも不明瞭なものが

多かった。 
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2.国鉄諮問委員会の勧告と国鉄の対応 

新幹線の開通した 1964（昭和 39）年度、国鉄は単年度赤字を計上した。

新幹線建設の負担増とともに問題視されるようになったのが、地方路線の赤

字体質であった。国鉄諮問委員会は 1968（昭和 43）年 9月、「ローカル線の

輸送をいかにするか」と題した意見書を提出した。 

同意見書では、輸送密度が旅客数で約 1,500 人、貨物量で約 2,000t 以上

の線区は鉄道輸送、それ以下は自動車輸送の方が低コストであるとしている。     

これにより、国鉄全20,800㎞のうち、鉄道として残すべきものが13,400㎞、 

自動車輸送に転換すべきものが 7,400 ㎞ と区別した。ただし、転換すべき

とした 4,800 ㎞は国鉄の公共性からみて経営を存続させるべきで、2,600 ㎞

（83 線区）をすみやかに切り替えるのが妥当だとした。（表 1-4）廃止切り

替えの実行で 10 年間に 3,000 億円、20 年問で 9,400 億円の節約が出来ると

の推定も出している。また、新線（59線区）の建設については、国鉄の要望

する線区を除いて全て自動車輸送に切替えるのが望ましいとした。しかし、

「地元の実情から線区の即時廃止が難しい場合は、運賃に採算のとれる格差

を設けるか、関係地方公共団体にその損失を負担させる必要がある」として、

転換には逃げ道が残された。 

この諮問委員会の勧告に従ったのは、結局、1969（昭和 44）年度から 1972 

（昭和 47）年度にかけて廃止・バス転換された 121 ㎞（11 線区）のみであ

った。工事線区の中止については、鉄建公団ＡＢ線（＝地方開発線と地方幹

線）は建設が続行されたため、勧告への対応は不十分なものに終わった。 

1970（昭和 45）年度からは、幹線系線区と地方交通線との区分経理公表が

始まり、両者の経営上の格差が目に見える形で明らかになったため、世論は

赤字ローカル線の廃止・バス転換の方向へ傾いていった。1975（昭和 50）年

度の「運輪白書」によれば、「以上のような諸政策（＝廃止転換や、バス事

業体の市町村代替バス化）によって、地方における生活交通を確保していく

こととなるが、これには、地方公共団体等地域住民側の協力があることが前

堤である。しかし、人件費の上昇等による事業者の一層の経営悪化、地方公

共団体等の財政難等困難な問題が残っている」として、廃止促進の当否と並

び、存続する場合の費用負担のあり方が問題だと指摘している。昭和 50 年

当時、国鉄線で黒字を計上している線区は 244線区中、新幹線・山手線・高

崎線のわずか 3線にすぎず、単年度の経常損失は 9,147 億円にまで達してい

た。3線で残りの線が生み出す赤字を補墳する、いわゆる内部補助が問題と 
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なりはじめたのもこの頃のことである。こうしてバス転換しないとしても経

営分離を行うことが検討されることになる。 

 

3.国鉄再建法によるローカル線改革の断行 

  1976（昭和 51）年9月、政府の運輸交通政策審議会は国鉄地方交通線問題

小委員会を設置し、1979（昭和 54）年1月には最終報告書が示された。それ

によると、「地方交通線について地域における効率的な公共サービスの確保に

十分配慮しつつ、地元の協力を得て適切な措置を講ずること」としている。

具体的には、「ローカル線」の範囲を輸送密度 8,000/日㎞とし、この基準に

沿って国民経済的視点からバス輸送の転換が適切な線を区分し、協議会の組

織やバス・第 3セクター等への転換措置を選択し、さらに必要な支援措置を

講ずることを示している。ここでの「ローカル線」は約 9,000 ㎞が該当する

ことになる。 

  国鉄地方交通線問題小委員会の最終報告書の内容は、1980（昭和 55）年 12

月に公布された日本国有鉄道経営再建促進特別措置法（以下国鉄再建法）へ

と盛り込まれ、1981（昭和 56）年 3月から再建法施行令の形で地方交通線・

特定地方交通線の指定が行われた。1987（昭和 62）年までに特定地方交通線

は 3次に分け申請され承認された。基準としては、1次が旅客宮業キロ 30㎞

未満で輸送密度 2,000 人/日㎞未満の線、2次が輪送密度 2,000 人/日㎞未満

で 1次にもれた線、3次が輸送密度 4,000/日㎞未満となり、これに該当する

線区が転換の対象とされ、輸送密度 8,000/日㎞のものについては地方交通線

としてＪＲに引き継がれることになった。また、鉄建公団の建設線は国鉄再

建法において工事を凍結させられたが、第 3セクター経営が約束された線区 

（三陸鉄道、野岩鉄道、秋田内陸縦貫鉄道、阿武隈急行、鹿島臨海鉄道、愛

知環状鉄道、樽見鉄道、北近畿タンゴ鉄道、阿佐海岸鉄道。北越急行、土佐

くろしお鉄道、井原鉄道の全部または一部区間）は再開が許可された。 

最終的には、特定地方交通線は 82線区（3,160 ㎞）、地方交通線は 92線区 

（7,000 ㎞）となった。特定地方交通線については、45線区はバス転換され、

37線区が第 3セクター（うち2線区は私鉄）へ引き継がれた。これらの線区

を引き継いだ会社には 1営業キロあたり 3,000 万円の欠損補助が5年間政府

から交付されることになった。この欠損補助は①通勤・通学定期利用客に対

しては通勤は 1年間、通学は卒業まで転換前後の運賃差額を補填するため、

②バス事業者、第3セクターに対しては初期投資に要する経費として、③関
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係自治体に対してはバス転換のための道路整備費用としてのものであった。

バスについては全額、鉄道についてはその半分（新線については 5 分の 4）

が交付され、このことからバス転換が第一とされたことがわかる。地方交通

線の中には代替道路の未整備や混雑時の輸送量の多さから本来特定地方交通

線となるところを例外的に地方交通線に認められたものが 51 線区 

(4,450km)もあり、地方交通線については整理が不完全なままＪＲへと引き継

がれた。 

 

4.現状 

第 3セクター鉄道及びバスに転換されたものについて簡単に説明したい。 

第 3セクター鉄道については、工事凍結線を含め、国鉄線を引き継いで開

業した第 3セクター鉄道は現在 35社を数えている。営業年数は一番最初の三

陸鉄道で 12年、最も新しい智頭急行で2年が経過している。各社の経常損益

を 1993（平成 5）年度の営業成績で見てみると、黒字を計上しているのは鹿

島臨海・愛知環状・樽見・松浦・平成筑豊の各鉄道と、わずか 5社にとどま

っている。（表 1-5）5社は貨物輸送による収入や都市圏の通勤通学輸送とい

った安定材料のほか、松浦鉄道に見られるように新駅設置等の積極経営に転

換し成功したことが黒字の要因とされている。一方赤字経営の中でもその幅

が膨らんだのは北海道ちほく、わたらせ渓谷の各鉄道などで、各社とも経常

損益は億単位に膨らんでいる。いずれも沿線は過疎化が進行しており、好転

する兆しは見えてこない。 

バス転換されたものについては、転換が行われることで停留所や本数の増

加がなされた。しかし、沿線住民の足がそのことで自家用車からバスに移る

ことはなく、当初の鉄道代替の使命を放棄して地元利用客の実情に密着した

運行に変わりゆくパターンが多い。老年層と通学者層が乗客の主力であるこ

とから病院や高校を結ぶ路線が残るのが一般的傾向となっている。また、札

沼線新十津川－石狩沼田間は 1972（昭和 47）6月に廃止されたが、かわりに

運行を始めた直通の転換バスは、現在では付近の中心地である滝川発着の路

線に吸収されて 1本も走っていないという事態も生じている。 

いずれの転換にしても、苦しい経営状態は国鉄時代から好転したとはいえ

ないものとなっている。欠損補助は当初の予定通り 5年分で打ち切られてし

まった。（表 1-6）割引率の大きい通学者層が乗客の主カである事態は交通手

段としての競争力が弱いことを表しているし、ましてやこれから先は通学者
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層は少子化の影響で減少が見込まれている。波動的需要としての観光客の需

要は不況や阪神・淡路大震災の影響で多くを望めない状況にある。もともと、

バス転換以外に経営好転の兆しが見えない赤字ローカル線を第 3セクター方

式で鉄道として残すこと自体が一種の「実験」であったといえる。 

 

 


